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平成19年６月29日に提出した事業年度 第87期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)有価証券

報告書の記載事項の一部に誤りがあったので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出す

るものである。 

  

第一部 【企業情報】 

第４ 【提出会社の状況】 

３ 【配当政策】 

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(9) 中間配当の決定機関 

  

訂正箇所は  を付して表示している。 

  

１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

２ 【訂正事項】

３ 【訂正箇所】
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第一部 【企業情報】 

第４ 【提出会社の状況】 

(訂正前) 

利益配分に関する基本方針としては、長期的展望に立ち、内部留保の確保と今後の経営環境及び配当性

向等を総合的に勘案し、配当政策を進めている。 

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としている。配当の決定機関

は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会である。 

当事業年度の利益配当金は、中間配当として１株当たり４円50銭を実施したが、上記方針及び当事業年

度の業績等を勘案し、期末は１株当たり７円とし、年間では11円50銭の配当としている。 

内部留保については、今後の業務拡大のための事業投資、長期的に安定した成長を目指すための研究開

発投資に充当し、一層の経営基盤強化に努める。 

  

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりである。 

 
  

(訂正後) 

利益配分に関する基本方針としては、長期的展望に立ち、内部留保の確保と今後の経営環境及び配当性

向等を総合的に勘案し、配当政策を進めている。 

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としている。配当の決定機関

は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会である。 

当事業年度の利益配当金は、中間配当として１株当たり４円50銭を実施したが、上記方針及び当事業年

度の業績等を勘案し、期末は１株当たり７円とし、年間では11円50銭の配当としている。 

内部留保については、今後の業務拡大のための事業投資、長期的に安定した成長を目指すための研究開

発投資に充当し、一層の経営基盤強化に努める。 

また、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めている。 

  

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりである。 

 

  

３ 【配当政策】

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

平成18年11月13日 
取締役会決議

1,091 4.5

平成19年６月28日 
定時株主総会決議

1,697 7.0

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

平成18年11月13日 
取締役会決議

1,091 4.5

平成19年６月28日 
定時株主総会決議

1,697 7.0

         EDINET提出書類 
日本発條株式会社(E01367) 
     訂正有価証券報告書

3/4



(9) 中間配当の決定機関 

(訂正前) 

当社は、取締役会の決議に基づき毎年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主または登録株式質権

者に対し、中間配当を行うことができる旨を定款に定めている。 

  

(訂正後) 

当社は、取締役会の決議に基づき毎年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主または登録株式質権

者に対し、中間配当を行うことができる旨を定款に定めている。これは、株主への機動的な利益還元を行

うことを目的とするものである。 

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】
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